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令和７年度大学・短期大学・高等専門学校における 

学生のキャリア形成支援活動の実施状況に関する調査 

Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ１ 本調査ではすべての「学生のキャリア形成支援活動」が対象となるのか。 

Ａ１ 本調査では、「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当た

っての基本的考え方」※に基づき大学等が実施した学生のキャリア形成支援活動のうち、教育活

動の一環として（単位認定を行う授業科目において）実施したものであり、４類型のうち、タイ

プ２（キャリア教育）、タイプ３（汎用的能力・専門活用型インターンシップ）、タイプ４（高

度専門型インターンシップ）に該当するものを対象とします。 

また、正課外であっても学生の参加状況を大学等が把握、関与しているもの（学生の受入れに

あたり、学校が窓口となって組織（キャリアセンター・就職支援担当課等）として学生のキャリ

ア形成支援活動を紹介、あっせんするなど、大学等を通じて対応しているもの）も対象とします

が、大学等の掲示板や企業のウェブサイト等から、学生が各自で企業に連絡を取って申し込むよ

うなものは対象としません。 

また、これまでと同様に、企業説明会に終始しているものや、特定の資格取得に関係するもの

（教育実習、看護実習、臨床実習等）は調査対象外とします。 

 

※参考：「インターンシップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る取組の推進に当たっての

基本的考え方」（文部科学省、厚生労働省、経済産業省 令和 4 年 6 月 13 日一部改正） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/sangaku2/20220610-mxt_ope01_01.pdf 
 

Ｑ２ 「Ｄ 学部名／研究科名」、「Ｅ 学科名／専攻名」欄について。特定の学部学科ではなく全

学共通科目としてキャリア形成支援活動を実施している場合はどのように記入すればよいか。 

Ａ２ 特定の学部学科名を記入するのではなく、「全学共通科目」等と記入してください。 

   なお、全学共通科目として実施している場合は、Ｃ欄は空欄として差し支えありません。 

 

Ｑ３ 「Ｇ 単位数」について。一つの科目でも、実習内容や実習期間により、取得する単位数が異

なる場合があるが、その場合はどのように記入すればよいか。 

Ａ３ 一つの授業科目内で単位数が異なる場合は、単位数ごとに行を分けて記入してください。 

 

Ｑ４ 「Ｈ 必修選択」欄について。カリキュラム改正により新カリキュラムと旧カリキュラムが並

行し、学年により必修・選択の取扱いが異なる場合は、必修選択の区分についてはどちらで考

えるべきか。 

Ａ４ 新カリキュラムで記入してください。 

 

Ｑ５ 「Ｉ キャリア形成支援活動の類型」欄について。授業科目として学生のキャリア形成支援活

動を実施しているもののうち、明確に４類型の分類を行っていない授業科目があるが、どのよ
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うに対応すればよいか。また、類型の分類で判断に迷うものがあった場合どのようは対応すれ

ばよいか。 

Ａ５ ４類型の分類を行っていない授業科目がある場合は、新たに分類を行ってください。判断に迷

うものがある場合は、産学協議会が示す要件や FAQ を参照の上、各大学等で判断を行ってくだ

さい。 

※参考：採用と大学教育の未来に関する産学協議会ウェブサイト 

  よくあるご質問（FAQ）-産学協働による学生のキャリア形成支援活動（4類型）の実践- 

https://www.sangakukyogikai.org/_files/ugd/4b2861_596c1377e41c4d15af52c542735f80c5.pdf 

 

Ｑ６ 「Ｉ キャリア形成支援活動の類型」欄について。タイプ２に該当する活動で、一つの授業科 

目において就業体験の有無が分かれているものはどのように扱えばよいか。 

Ａ６ タイプ２に該当する場合、「タイプ２（就業体験あり）」、「タイプ２（就業体験なし）」から 

該当する方を選択してください。両方に該当する場合は、該当する科目の欄を２行作成し、場 

合を分けて記入してください。 

 

 

Ｑ７ 「I キャリア形成支援活動の類型」欄について。タイプ４（高度専門型インターンシップ）に

該当するものは「ジョブ型研究インターンシップ」として実施したもののみという認識でよい

か。 

Ａ７ 原則、タイプ４（高度専門型インターンシップ）として実施されているものは、文部科学省と

一般社団法人日本経済団体連合会が共同で試行しているジョブ型研究インターンシップおよび、

ジョブ型研究インターンシップ推進協議会により連携認定を受けている取組を対象としており

ます。 

 

Ｑ８ 「Ｉ キャリア形成支援活動の類型」欄について。「Ｆ 授業科目名」で「正課外」と記載して

いる場合も I 欄の記載は必要か。類型が不明なものはどのように対応すればよいか。 

Ａ８ 「正課外」のうち大学等で類型の判断が困難なものについては記載不要です。大学等で類型の

分類が可能なものを記載してください。 

 

Ｑ９ 「Ｊ 実施形式」欄について。「正課外」の取組のうち実施形式を把握していないものがあるが

どのように記載すればよいか。 

Ａ９ 「正課外」のうち大学等で実施形式の判断が困難なものについては記載不要です。大学等で実

施方法を確認できるものを記載してください。 

 

Ｑ１０ 「Ｋ 国内・海外」欄について。一つの授業科目で国内と海外の両方でキャリア形成支援 

活動を実施した場合はどのように記載すればよいか。 

Ａ１０ 該当する科目の欄を二つ作成し、「Ｋ 国内・海外」欄で分類し、国内と海外の参加者数をそ 

れぞれ記入してください。 
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Ｑ１１ 「Ｏ 実習地域」欄について。実施形式が、実地とオンラインの併用でキャリア形成支援

活動を実施した場合はどのように記載すればよいか。 

Ａ１１ 企業の所在地を選択して記入してください。 

 

Ｑ１２ 短期間の複数企業のプログラムを組み合わせて１つの科目としているとき（２か所以上の

企業で「実働で合計５日間」等）、「Ｍ 実習月」・「Ｎ 実習期間」・「Ｏ 実習地域」

はどのように記載すればよいか。 

Ａ１２ 以下の基準に従って記載してください。 

「Ｍ 実習月」  最初に実習を開始した月を記入してください。 

「Ｎ 実習期間」 最も長く実習を実施した実習先の期間を記入してください。 

※複数の実習先の期間を合算しないでください。 

「Ｏ 実習地域」 最も長い期間実習を実施した地域を記入してください。 

※複数地域で同期間の場合は、先に実習を開始した地域を記入してください。 

 

Ｑ１３ 「Ｌ 学年等別参加学生数（人）」欄について。授業科目の履修はしているが、実際にキャ 

    リア形成支援活動に参加しなかった学生はどのように扱えばよいか。参加はしたが単位認定 

    をされなかった学生はどのように扱えばよいか。 

Ａ１３ 授業科目として実施しているキャリア形成支援活動については、実際に参加し、単位を認定

された学生について記入してください。参加はしたが単位認定をされなかった学生はカウン

トしないでください。 

 

Ｑ１４ 「Ｌ 学年等別参加学生数（人）」欄について。一つの授業科目を日本人学生と外国人留学

生の両方が履修した場合は、どのように記載すればよいか。 

Ａ１４ 日本人学生は学年等毎に参加人数を記入し、外国人留学生は「留学生（学年不問）」欄に総数

を記入してください。 

 

Ｑ１５ 本学では、学生が企業のＨＰ等から各自で申し込んだ上で参加したキャリア形成支援活動に

ついて、必要な要件を満たしていれば事後的に実習内容を評価し、単位認定を行っている。

この場合は本調査の対象となるか。 

Ａ１５ 実習内容を評価するという形で大学としてキャリア形成支援活動に関与しているので調査対

象となります。 

 

Ｑ１６ Ａ学科が実施しているキャリア形成支援活動にＢ学科の学生が参加している場合、参加学生

数はどのように記載すればよいか。 

Ａ１６ 授業科目単位で参加者数を計上するため、Ｂ学科から参加し単位が認定された学生の人数も

Ａ学科が実施しているキャリア形成支援活動に含めて記入してください。 
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Ｑ１７ ３年次、４年次と連続してキャリア形成支援活動に参加することで４年次に単位を付与して

いる科目があるが、学生数についてどのように記入すればよいか。 

Ａ１７ ４年次に要件を満たし単位が付与された学生について記入してください。 

 

Ｑ１８ 令和７年度に履修登録した科目について、春期休業期間中（令和８年３月）にキャリア形成

支援活動（インターンシップ等）を実施した場合であって、実習終了後の報告・評価をもっ

て成績を確定するため、実際の単位付与が翌年度（令和８年度）となるとき、今回の調査の

対象に含まれるか。 

Ａ１８ 令和７年度中に実習を実施し、当該年度の単位として取り扱われる場合には、単位付与が翌

年度となるときであっても、今回の調査の対象として記入してください。 

 

Ｑ１９ 同一の学生が複数の科目においてキャリア形成支援活動に参加している場合、両科目ともに

計上することでよいか。 

Ａ１９ 両科目に計上してください。 

 

Ｑ２０ 「Ｎ 実習期間」について、タイプ３の実施期間要件では「汎用的能力活用型は５日間以上、 

専門活用型は２週間以上」とされているが、実施期間の回答はどのように考えればよいか。 

例えば、令和７年８月４日（月）から８月８日（金）までの期間（実働は月～金の５日間） 

参加した場合については、「２日～１週間未満」「１週間～２週間未満」のどちらで回答す 

ればよいか。 

Ａ２０ １週間＝実働で５日間としてください。10 日以上ある場合は、２週間以上となります。 

この例の場合、実習に参加した実日数は平日５日間なので、「１週間～２週間未満」の欄に

参加学生数を入力してください。同様に、令和７年８月 18 日（月）から８月 29 日（金）ま

での期間（土日を 1 回はさんだ平日 10 日間）の場合は「２週間～３週間未満」の欄に参加学

生数を入力してください。 

 

Ｑ２１ 「Ｏ 報酬」欄について。受入先から学生に支払いがあったかは学生に確認しないと分から

ない。昨年度インターンシップに参加した学生全員に調査をしなければならないのか。 

Ａ２１ 本調査の時点で大学が把握している範囲で回答してください。 

 

Ｑ２２ 「Ｏ 報酬」欄について。学生がインターンシップ等に参加する際に、企業等の受入先では

なく大学等が交通費・宿泊費の補助を行った場合、報酬の有無はどのように記載すればよい

か。 

Ａ２２ 大学等が独自に負担した交通費・宿泊費の補助は「報酬」として扱わず、あくまで企業等の

受入先から学生に対して支給された金銭・実費補助のみを記載してください。 

 

Ｑ２３ 大学等を合併し、現在学年進行中もしくは昨年度をもって合併前の大学等がなくなった場合 
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はどう回答すればよいか。 

Ａ２３ 合併後の大学等において、①合併後の大学等の実績、②合併前の大学等の実績をそれぞれ回 

答してください。 

 

Ｑ２４ 大学を新たに設置し、その際に既存の短期大学を募集停止にして、現在学年進行中の場合は 

どうすればよいか。 

Ａ２４ 大学、短期大学それぞれの学生の在籍している学年のみを回答してください。 

 

Ｑ２５ 法人として複数の大学・短大を設置しているので、法人の事務局がいったん回答をとりまと

め、まとめて回答してもよいか。 

Ａ２５ 結構です。ただし、学校ごとにファイルを分けて回答を作成のうえ提出してください。 

 

 

 


